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１．研究成果の概要 

本研究は、個人事業主として自らの事業と自らの家庭から成る会計帳簿を作成し、それらの会計情報を統合

させた財務諸表から業績の測定を行い、経営管理するための業績評価指標について研究するものである。個人

事業主は、自ら営む事業の債務を事業資金から賄えない場合、自らの家庭で所有する財産を拠出して返済しな

ければならない。このことから、個人事業主は自らの事業と自らの家庭の財産を明確に把握しておくことが求

められる。 

 個人事業主は自身の事業と家庭の両者から経営を行い、事業の運営管理と生計を立てる。事業は利益を追求

し、家庭は財産の充足を追求することが経営目標である。その意味で、個人事業主における事業と家庭の経営

目標は異なるため、二元的に会計実体を捉えて論理を構築する必要がある。個人事業主における事業の経営目

標は利益追求のため、伝統的な期間損益計算が行えるように会計帳簿から財務諸表を作成して、成果としての

業績評価概念を明らかにする。一方、個人事業主における家庭の経営目標は、財産の充足を追求することであ

り、利益額を成果として捉えることは妥当ではない。家庭の成果は、一定時点における財産変動の増加であり、

財産を充足させることで家庭の経営をより向上させることができる。 

しかし、個人事業主の財産は、当然ながら湯水の如くあるわけではなく、限られた資源で生活を賄わなけれ

ばならない。また、人間の富を求める行為は無制限のため、収入対支出のバランスを明らかにして、過剰な支

出の抑制についても図らなければならない。本研究では、個人事業主の家庭における、財産目録、収支計算書

及び財産変動の原因を示す財務諸表を作成し、正確な成果の結果と原因計算の照合と検証が行える会計帳簿組

織を検討する。これらの財務諸表を通じて、個人事業主における事業と家庭を統合させた成果としての業績評

価概念について明らかにする。 

会計帳簿のICT化が進展して、今後すべての会計処理が自動化されたとしても、そのプログラムされた原

理は複式簿記であり、帳簿も紙媒体が電子化されただけである。Digital Transformation(以下、DXとす

る。)に複式簿記により作成した会計帳簿が取り組まれることで、実行可能性がより向上すると期待できる。

複式簿記による会計帳簿から作成した財務諸表を用いて、様々な業績評価指標についても容易に入手可能に

なると見込まれる。 

以上のことから、個人事業主における事業と家庭の主体から、それぞれ複式簿記による会計帳簿から財務諸

表の作成を行い、それらを統合させた財務諸表を作成ことで、個人事業主にとって有用な業績評価指標につい

て探求する。本研究における個人事業主会計から個人事業主にとって経営管理上、最も重要な業績績評価指標

である損益分岐点分析に相当する分析手法を本研究から明らかとする。 

 研究過程で業務委託契約による個人事業主の棚卸資産概念の不明確性が明らかとなったため今後の課題と

して研究を深めていきたい。 

 

 



２．著書・論文・学会発表等（査読の有無及び海外研究機関等の研究者との国際共著論文がある場合は必ず記載） 

【著書・論文（査読なし）】 

１．渡邉圭(2023)「会計リテラシー教育の導入と課題－学校教育への導入の困難性とそれにより生じる社会的な問

題－」『会計教育研究』(9)、会計教育研究所、20-23 頁。(単著：論文) 

２．渡邉圭(2023)『日商簿記３級ハイパートレーニング』中央経済社。(単著：著書) 

３．千葉商科大学会計研究室(2023)『レクチャー初級簿記第２版』中央経済社。(共著：著書、第 14 章、第 15

章、第 16 章、第 22 章担当) 

【学会発表等】 

１．渡邉圭(2022)「大学における会計教育に関する一考察-会計教育実践の場と高等学校への ICT 帳簿の普及

-」千葉商科大学国府台学会(2022 年７月 27 日報告)。 

２．渡邉圭(2022)「個人事業主会計に関する一考察」日本簿記学会第 38 回全国大会大阪産業大学(2022 年８月

20 日報告)。 

３．桝岡源一郎・宮田大輔・谷川喜美江・渡邉圭(2022)「事業者における ICT 導入の実態と行政デジタル化に

関する検討」日本計画行政学会第 45 回全国大会 in 山口ＫＤＤＩ維新ホール(2022 年９月 10 日報告)。 

４．渡邉圭(2022)「大学における会計教育の必要性と役割」第７回 CUC 公開講座千葉商科大学丸の内サテラ

イトキャンパス(2022 年 10 月 28 日報告)。 

 

３．主な経費 

 学会に関する年会費、参加費等の諸経費、学会報告するための旅費交通費、会計帳簿に関連するアプリケー

ションソフト、書類整理等の補助業務について予算執行した。 

 

４．その他の特筆すべき事項（表彰、研究資金の受入状況等） 

特になし。 

 

 

 

（本文は 2ページ以内にまとめること） 

 

 


